
第10章

公共部門データの活用で主導する政府

　本章では、最もデータ集約が進んだ部門の一つである公共部門のデータへのア

クセスを確保する便益と課題を検討する。オープンガバメント・データ（OGD）

を含む公共部門情報（PSI）の可能性は、いくつかの観点から議論される。まず、

政府自身の利用の観点である。データ分析と併せて、より良い情報に基づいた政

策策定を可能にし、より革新的なサービスを提供することができる。次に、市民

のためのオープンアクセスの観点である。透明性を通じて説明責任を大幅に向上

させ、市民の強化につながる。そして、イノベーションを刺激する民間部門にお

ける再利用の観点である。また、オープンデータ戦略を実現するうえでの課題も

列挙される。これには、利用を躊躇するような抑止的料金制、各国機関における

ライセンスシステムの差異、情報及び基準の欠如、公共部門における組織的・文

化的障害、法的制約が含まれる。本章では、多くの推奨政策を提示して議論を終

える。

　大上は下これ有るを知るのみ。其の次は親しみてこれを誉む。其の次はこれを畏る。
其の次はこれを侮る。信足らざれば、焉ち信ぜられざること有り。悠として其れ言を貴
くすれば、功は成り事は遂げられて、百姓は皆我れは自然なりと謂わん。

―老子『道徳経』（金谷治『老子』講談社学術文庫）

　公共データのオープン性と共有は、それ自体が目的なのではなく、3つの目的のため
の手段となりうる。より成功する民主主義、イノベーションと成長、そして、政府活動
の効率性の向上である。

―ヴェルディエ（Verdier, 2014）
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はじめに

　公的機関は、自らの業務を行うために膨大な量のデータを生成し、収集する。このことは、公共
部門を最もデータ集約が進んだ部門の一つとしている（OECD, 2013）。例えば米国では、公共部門
は、2011年には平均で1.3ペタバイト（100万ギガバイト）のデータを蓄積した。公共部門は同国で
5番目にデータ集約が進んだ部門である。第2章では、データと分析の主要な利用者としての側面と、
既存の製品やプロセスの改善、新しい開発のために再利用可能なデータの主要な生成者としての側
面の2つの点で、公共部門をデータ・エコシステムにおける重要な関係者であることを示した。す
なわち、データ駆動型イノベーションにとって、公共部門は重要な関係者ということになる。

　公共部門データへのより良いアクセスと利用は、経済的観点、社会的観点、良いガバナンスの観
点から、重要な価値創造につながる可能性がある（Vickery, 2012; Ubaldi, 2013; OECD, 2015）。公
共部門データの直接利用により製品やサービスが生み出され、公共部門内や経済全体の効率性や生
産性の向上に様々な方法で貢献しうる。このように、公的部門データは、知識基盤社会・経済への
移行に貢献できる。この知識基盤社会・経済では、データが成長や雇用、公共サービス提供の改善、
より効率的で透明性の高い、参加型ガバナンスの潜在的な推進要因となる。

　データの経済的価値は巨大である。OECD加盟国における公共部門情報（PSI）（公共部門データ
を含む）の市場価値は、2008年には約970億米ドルであると推計され、2010年までに約1,110億米
ドルまで成長するだろうとされた。OECD加盟国におけるPSI関連のアプリケーション及び利用の
経済効果は、2008年には約5,000億米ドルと推計されている。また、OECD（2008）「公共部門情報
のアクセス強化とより効果的な利用のためのOECD理事会勧告（OECD-PSI勧告）」における原則（本
章補遺参照。政府による実装のレビューに関しては、OECD（2015）参照）にもあるが、仮に利用
の障壁が取り除かれ、スキルが向上し、データインフラが改善した場合、追加的便益は2,000億米
ドル近くになるだろうと推計された。

　2013年、OECDはオープンガバメント・データに焦点を当てた調査を実施した（PSI及びOGDを
定義しているコラム10.1参照）1。この調査の目的は、オープンデータ実装のための国々の取り組み
とその背景の包括的な全体像を得ることであった。この取りまとめは、その後、オープンガバメン
ト・データの影響と価値創造の測定方法を開発するうえで、各国の進捗の指標として役立つ可能性
がある。当該調査が対象とするのは、戦略的アプローチ、実装の取り組み、各国が焦点を当てる価
値及び影響、並びにさらなる進捗のための主要課題であった。当該調査では、OGDポータルにおい
て最も一般的に利用可能なデータセットの多くに商業的価値があるということを明らかにしている。
具体的には、多い順に気象情報及び環境情報（20か国中19か国が利用可能と回答）、地理情報、社
会情報、文化情報及びコンテンツ（それぞれ20か国中18か国が利用可能と回答）、経済・ビジネス
情報、交通情報、観光・レジャー情報、及び教育情報である。また、データセットが利用できる領
域の数が多い国は、カナダ、デンマーク、フランス（防衛分野を含む15領域すべて）、オーストラ
リア、ニュージーランド、スロベニア、英国（防衛を除くすべての領域）。利用可能な領域の数が最
も少ない国は、オランダ及びポルトガル（15領域中7領域）、イタリア（15領域中9領域）、ドイツ
及びノルウェー（15領域中10領域）である（図10.2参照）。
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コラム10.1　公共部門情報とオープンガバメント・データの定義

　公共部門情報（PSI）は、公共部門によって、公務の一部として生成された情報（データ
を含む）である。この用語は、天気、地図、統計データ、法的データだけでなく、美術館、
図書館、アーカイブ、博物館における公共部門によって保有・維持されるデジタルコンテン
ツも対象とする。公共部門情報は、OECD（2008）「公共部門情報のアクセス強化とより効
果的な利用のためのOECD理事会勧告」における開放性原則にあるオープンアクセス制度を
通じ、低廉又は無料で利用可能なものが多くなってきている。公共部門情報は、経済的・社
会的目的に向けた再利用のために利用可能である。これらの目的は、公共部門の中には留ま
らない、又は政府サービスの強化を目的としていないものがほとんどである。それでも、政
府機関における情報へのより容易なアクセス、低廉又は無料での移転、法的制約がないこと
によって、政府の効率性と有効性は向上する。

　オープンガバメント・データ（OGD）とは、オープンアクセス制度を通じて利用可能と
なった、政府又は公共部門のデータ（すなわち、公共部門によって生成され、又は委託され
た「生」データ）をいう。利用者は、データの帰属を明示する条件にのみ服し（データに基
づいた利用者の作業結果を共有可能とする条件があることもある）、誰でも当該データを自
由に利用、再利用、又は配布できる。良いガバナンス及び社会経済的発展のために、透明性、
説明責任、市民参加を強化することは、オープンガバメント・データの重要な目的である

（OECD, 2014a）。オープンガバメント・データは、公共部門情報の一部である（図10.1）。
加えて、公共部門情報は、データだけではなく、例えばテキスト文書、マルチメディアファ
イルなどのデジタルコンテンツを含む。本章では、用語「オープンガバメント・データ」
と「公共部門データ」は同義である。

図10.1　公共部門情報とオープンガバメント・データとの関係
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■公共部門データへのオープンアクセスの背後にある重要な考え方としては、価値は公共部門内外
のあらゆる利用者による再利用から生み出されうるということである。第4章で示したように、デ
ータによって可能となった製品やサービスの範囲の限界はデータ生成者によって事前に予想するこ
とはできず、アクセスが制限されている場合には価値が実現されない可能性がある。データが非競
合財であることを考えると、社会厚生は当該データの価値を評価する者全員が利用できる場合に最
大化される。それゆえ、公共部門データからの利益は、データアクセスと再利用に対するあらゆる
阻害要因を排除することによって現れる。

　公共部門データへのオープンアクセスは非常に有望視されているが、多くの障壁と課題もある。
後述するように、障害としては、抑止的価格とライセンス慣行、各国におけるライセンス制度の差
異、情報及び標準の欠如と不十分な相互運用性、公共部門内の組織的・文化的障害、政府内及び
あらゆる政府のレベルにおける容易なアクセス、利用、再利用及びデータ共有を妨げる法的制約を
含む。加えて、公共部門データは、政府の収入源の一つとしてではなく、次第に社会（公共及び民
間部門を含む）のための潜在的な公共価値のジェネレーターとみられるようになったため、料金実
務は、無料又は限界費用（例えば、必要なときに当該データを再生成するコスト）でデータにアク
セスできるようにする傾向となっている。しかし、予算削減や財政的制約がある状況では、政府は、
ビジネスケース（訳注：投資対効果を、特に定量的に伝える情報）を明確にし、データ提供者を不
利にすることなく政府の持つデータを公開しデジタル化するための資金調達モデルを持つ必要を感
じている。同様の理由で、現在、公共部門データへのオープンアクセスの影響を検証するためのよ
り強固な方法論の考案は非常に重要視されている。
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図10.2　政府の中央ポータルにおけるデータセットの種類
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注：データは、中央ポータルで提供されているデータの種類（最大で15の政策領域）の数を指す。15の政策領域とは、①経
済・企業情報、②地理情報、③法的システム情報、④気象・環境情報、⑤社会情報、⑥交通情報、⑦観光・レジャー情報、
⑧農業、農耕、林業及び漁業情報、⑨天然資源情報、⑩科学情報・研究データ、⑪教育情報・コンテンツ、⑫公共秩序・
安全情報、⑬防衛（軍隊含む）、⑭政治情報・コンテンツ、⑮文化情報・コンテンツである。

出典：オープンガバメント・データに関するOECD調査（バージョン1.0、2013年4月19日）。


